個人情報取扱規則

（目的）
第１条　この規則は「個人情報保護法」（以下、「法」という）に関するNPO法人るんと（以下「本法人」）の取扱いを定め、個人の権利利益の保護及び人格の尊重を図るとともに、事業の適正な運営に資することを目的とする。
２　この規則に定めるものの他は「法」の定めるところによる。

（管理者）
第２条　本法人における個人情報の管理者は、本法人定款に定める事業（以下「法人事業」という）に携わる役職員のうち、理事長が指名する者とする。

（定義）
第３条
本規則の「個人情報」「要配慮個人情報」「個人データ」「本人」「個人情報取扱事業者」の定義は、「法」の定めるところによるものとする。

（秘密保持義務）
第４条　本法人の役員、従事者等法人事業に従事する者（以下「従事者等」という）は、職務上若しくは活動上知り得た個人情報をみだりに他人に開示し、又は正当な目的以外に使用してはならない。また、その職を退いた後も、同様とする。

（利用目的）
第５条　本法人が保有する個人情報は、法人事業遂行のため利用するものとする。

（利用目的による制限）
第６条　本法人は、あらかじめ本人の同意を得ないで、前条の規定により特定された利用目的の達成に必要な範囲を超えて、個人情報を取り扱ってはならない。
２　本法人は、合併その他の事由により他の個人情報取扱事業者から事業を承継することに伴って個人情報を取得した場合は、あらかじめ本人の同意を得ないで、承継前における当該個人情報の利用目的の達成に必要な範囲を超えて、当該個人情報を取り扱ってはならない。
３　前二項の規定は、次に掲げる場合については、適用しない。
(1)法令に基づく場合
(2)人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得ることが困難であるとき。
(3)公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、本人の同意を得ることが困難であるとき。
(4)国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行することに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。

（個人情報の取得）
第７条　本法人は、個人情報を取得するときは、個人情報を取り扱う事業の目的を明確にし、当該事業の目的を達成するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により取得しなければならない。
２　本法人は、次に掲げる場合を除くほか、あらかじめ本人の同意を得ないで、要配慮個人情報を取得してはならない。
(1)第6条第3項第(1)号から第(4)号にあてはまる場合
(2)当該要配慮者個人情報が、本人、国の機関、地方公共団体、外国政府、外国の政府機関、外国の地方公共団体又は国際機関、国内若しくは外国の放送機関、新聞社、通信社その他の報道機関、著述を業として行う者、大学その他の学術研究を目的とする機関・団体又はそれらに属する者、宗教団体、政治団体により公開されている場合
(3)本人を目視し、又は撮影することにより、その外形上明らかな要配慮個人情報を取得する場合
(4)第１４条第２項各号に掲げる場合において、個人データである要配慮個人情報の提供を受けるとき。

（取得に際しての利用目的の通知等）
第８条　本法人は、個人情報を取得した場合は、あらかじめ「法」の定めるところにしたがい、その利用目的を公表している場合を除き、速やかに、その利用目的を、本人に通知し、又は公表する。

（データ内容の正確性の確保等）
第９条　本法人は、利用目的の達成に必要な範囲内において、個人データを正確かつ最新の内容に保つとともに、利用する必要がなくなったときは、当該個人データを遅滞なく消去するよう努めなければならない。

（安全管理措置）
第１０条　本法人は、その取り扱う個人データの漏えい、滅失又はき損の防止その他の個人データの安全管理のために必要な措置として次に掲げる適切な措置を講ずる。
(1)個人情報保護に関する規程の整備及び公表
(2)個人情報保護推進のための組織体制等の整備
(3)個人データの漏えい等の問題が発生した場合等における報告連絡体制の整備
(4)雇用契約締結時における個人情報保護に関する規程の整備
(5)従事者等に対する教育研修の実施
(6)物理的安全管理措置
(7)技術的安全管理措置
(8)個人データの適切な保存
(9)不要となった個人データの廃棄及び消去

（従事者等の監督）
第１１条　本法人は、従事者等に個人データを取り扱わせるに当たっては、当該個人データの安全管理が図られるよう、当該従事者等に対する必要かつ適切な監督を行う。

（委託先の監督）
第１２条　本法人は、個人データの取扱いの全部又は一部を委託する場合は、個人データを適切に取り扱っている事業者を委託先に選定するとともに、取扱いを委託した個人データの安全管理が図られるよう、委託先に対する必要かつ適切な監督を行う。

（委託に伴う措置）
第１３条　本法人は、個人データの取扱いの全部又は一部を委託する場合は、委託先との契約書に明記することにより、個人データの保護に関して委託先に次に掲げる義務を課さなければならない。
(1)第１０条に定めるのと同等の安全管理措置を講じること
(2)従事者等の監督
(3)委託した事業の再委託の禁止
(4)委託した事業を遂行する目的以外の個人データの使用禁止
(5)個人データの複写及び複製の制限
(6)個人データの取扱い状況の定期的な報告及び説明
(7)個人データの取扱い状況を委託者が確認することに応じること
(8)個人データの取扱いが適切でない場合に委託者による改善の申入れに応じること
(9)守秘義務（従事者等がその職を退いた後を含む。）
(10)個人データの第三者提供の制限
(11)個人データの返還及び廃棄若しくは消去
(12)事故発生時における報告及び適切な措置

（第三者提供の制限）
第１４条　本法人は、第6条第3項第(1)号から第(4)号にあてはまる場合を除き、あらかじめ本人の同意を得ないで、個人データを第三者に提供してはならない。
２　次に掲げる場合において、当該個人データの提供を受ける者は、前項の規定の適用については、第三者に該当しないものとする。
(1)本法人が利用目的の達成に必要な範囲内において個人データの取扱いの全部又は一部を委託することに伴って当該個人データが提供される場合
(2)合併その他の事由による事業の承継に伴って個人データが提供される場合
(3)特定の者との間で共同して利用される個人データが当該特定の者に提供される場合であって、その旨並びに共同して利用される個人データの項目、共同して利用する者の範囲、利用する者の利用目的及び当該個人データの管理について責任を有する者の氏名又は名称について、あらかじめ、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置いているとき。
３　本法人は、前項第３号に規定する利用する者の利用目的又は個人データの管理について責任を有する者の氏名若しくは名称を変更する場合は、変更する内容について、あらかじめ、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置かなければならない。

（第三者提供等に係る記録の作成等）
第１５条　本法人は、個人データを第三者（ただし、国の機関、地方公共団体、独立行政法人等及び地方独立行政法人を除く。以下この条において同じ。）に提供、又は第三者から提供を受けた場合には、法の定めるところに従い、必要な記録を作成し、３年間保存するものとする。

（開示）
第１６条　個人情報を提供した本人は、第７条の規定に基づき提供した個人情報について個人情報管理者に対し開示を請求することができるものとする。
２　個人情報管理者は、本人から本人の個人情報の開示について請求があったとき、「法」第28条第２項に該当する場合を除き、本人に開示するものとする。

（訂正等）
第１７条　個人情報を提供した本人は、第７条に基づき提供した本人の個人情報について個人情報管理者に対し訂正等を求めることができる。
２　前項の請求があった場合、個人情報管理者は直ちに該当する個人情報の訂正等を行うものとする。

（漏えい発生時等の対応）
第１８条　個人情報を取り扱う全従事者等は、個人情報を漏えい、滅失、棄損等の事案の発生又はその兆候を把握した場合は、管理者に連絡するものとする。この場合において管理者は、事実及び原因の確認、被害拡大の防止、影響を受ける本人への連絡、再発防止等の対応を行う。

（苦情の解決）
第１９条　本法人における、開示請求及び苦情相談窓口を設け、担当者は本規則における管理者とする。

（施行細則）
第２０条この規程の施行に関し必要な事項は、理事長が別に定める。

付　則
この規則は平成３０年　３月２３日から施行する。
改訂　令和　２年　９月２４日から施行する。
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